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工 事 報 告特集 : 既設コンクリート構造物の長寿命化への挑戦

1．は じ め に

プレストレストコンクリート（以下，PCと表記）桁は，
桁長がおおむね 25 m以上の中長スパンの鉄道橋に多用さ
れている構造形式である。PC桁を健全に供用していくた
めには，設計で定められたプレストレスが確保されている
ことが重要となる。これに対して，PC桁のシース内にグ
ラウト充填不足があると，雨水の浸入等によって主方向
PC鋼材（以下，内ケーブルと表記）の腐食や破断が懸念
され，プレストレスが低下するおそれがある。しかし，現
状においては，内ケーブルの破断を的確に把握することは
非常に困難であり，内ケーブルの破断に対する予防保全的
な維持管理手法の開発が急務となっている。
そこで著者らは，実橋梁を模擬した 1/2スケールの大型
供試体を製作し，供試体内の内ケーブルの張力を順次解放
し，あらかじめ供試体ウェブ側面に配置した補強用 PC鋼
材（以下，外ケーブルと表記）の張力の変化を外ケーブル
に設置した張力モニタリング用のセンサー（以下，センサ
ーと表記）でモニタリングする実験を行った。その結果，
外ケーブルの張力変動をモニタリングすることによって内
ケーブルのプレストレスの変動を把握でき，内ケーブルの

破断の有無が検知可能であることが分かった 1）。なお，こ
の外ケーブルは，内ケーブルの破断によって PC桁の性能
が低下した場合，プレストレスを追加導入することで補強
用ケーブルとして兼用するものとしている。
さらに，外ケーブルによるモニタリング兼補強工法の実
橋での有効性，施工性等の検証を目的として，既設鉄道
PCI形桁を対象に試験施工を実施したので，これに関わる
設計手法，応答値算定のための解析手法，施工概要，セン
サーによる外ケーブルの張力変動の計測状況等について報
告する。

2．試験施工対象橋梁の概要

試験施工の対象とした橋梁（以下，試験桁と表記）は，
昭和 40年代に施工された PCI形複線 4主桁 2）である。断
面図，鋼材配置図を図 - 1に，設計条件を表 - 1に示す。
試験桁は，1主桁あたり，上縁定着 2本，端部定着 4本の
計 6本の内ケーブルが配置されている。当初設計では，曲
線区間（半径 3 500 m）として設計されているが，試験桁
は直線区間に設置されている。また，列車荷重は，N-19，
P-19であるが，現時点の列車荷重はH-12（乗車率 100％）
であり，これらをスパン中央でのコンクリートの応力度
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（荷重の組合せは，死荷重＋列車荷重＋衝撃荷重＋プレス
トレス力）で比較したものを図 - 2に示す。図 - 2より，
試験桁は，実走行列車荷重に対して相当余裕を有している
ことが分かる。

3．設　　　計

3.1　設計の基本的な考え方
設計は，内ケーブルの破断によって試験桁に曲げひび割
れが発生することに対する補強設計（設計Ⅰ）と内ケーブ

ル全本数が破断した場合の補強設計（設計Ⅱ）の 2段階に
区分して行う。これは，当初設置する外ケーブルが，過大
補強とならないようにすること，内ケーブルが全数破断し
た場合でも外ケーブルの必要本数が設置可能となるよう，
当初の外ケーブルの設置段階から，定着部や偏向部の構
造，設置位置を配慮しておく必要があることによっている。

3.2　設 計 手 順
設計全体の流れを図 - 3に示す。

⑴　設　計　Ⅰ
設計Ⅰでは，列車通過時に曲げひび割れが発生する内ケ
ーブルの破断に対して，安全性の確保，機能回復が可能な
配置となるよう，外ケーブル本数，緊張力の照査を行う。
想定する内ケーブルの破断本数は，列車荷重載荷時に曲げ
ひび割れが発生する本数とする。内ケーブルの破断位置は
スパン中央とし，破断長は 1 mと仮定してプレストレスの
消失長さはこれに定着長相当分を考慮する（4.2参照）。
外ケーブルの配置本数は，列車荷重載荷時に曲げひび割れ
が発生する本数の内ケーブルが破断した場合に安全性，使

表 - 1　設 計 条 件

項　目 緒　元
スパン 30.2 m

曲線半径 3 500 m

設計活荷重 N-19, P-19

衝撃係数 0.289

コンク
リート

設計基準強度 400 kgf/cm2

プレストレス導入時 350 kgf/cm2

PC鋼材
主ケーブル 12-φ12.4 mm, SWPR7A

横締め鋼棒 SBPR 95/110，φ24 mm,φ30 mm

図 - 1　橋梁一般図

図 - 3　外ケーブル張力モニタリング方式の設計手順

図 - 2　列車荷重による桁上縁・桁下縁の応力度の比較
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用性を満足し，再緊張することによって列車荷重載荷時に
試験桁に曲げひび割れを発生させない本数とする。また，
外ケーブルは各主桁の両側面に設置し，設置時の初期緊張
力は，オーバーストレスとならない程度とする。

⑵　設　計　Ⅱ
設計Ⅱでは，試験桁の内ケーブルが全本数破断した場合
においても安全性，使用性の確保が可能な配置となるよ
う，外ケーブル本数，緊張力の照査を行う。想定する内ケ
ーブルの破断本数は，全主桁の全内ケーブルが破断した場
合の本数とする。内ケーブルの破断位置，破断長は，設計
Ⅰと同様の考えとする。また，外ケーブルは各主桁の両側
面に設置し，安全性の確保が可能な本数とする。

⑶　外ケーブル張力の管理値の算定
内ケーブルが破断したことを検知するためには，あらか
じめ外ケーブルの張力変動量に対する管理値を設定してお
き，センサーの測定値が管理値を超えた場合には，詳細な
調査を実施したうえで外ケーブルを再緊張する等の措置を
とる必要がある。管理値は，死荷重載荷状態における外ケ
ーブルの張力から列車荷重載荷によって増加する外ケーブ
ルの張力変動量とする（4.3 ⑶参照）。なお，管理値算定
のための列車荷重は，荷重の変動が測定結果に与える影響
を少なくするよう現地を走行する実列車荷重とし，センサ
ーによる計測では，測定を行う列車をあらかじめ特定して
おくこととする。

3.3　照 査 方 法
設計における照査指標を表 - 2に示す。一般的に桁の
曲げ破壊の照査は，作用断面力と曲げ耐力との比較を行う
が，本設計では，応答値をファイバーモデル（4.1参照）
を用いた非線形解析によって算出していることから，曲げ
破壊の照査指標は，解析結果から得られる圧縮ひずみとし
た。走行安全性，使用性（乗り心地）に関する設計限界値
は，鉄道構造物等設計標準・同解説 変位制限 3）に基づき，
本試験桁では，走行安全性は Lb/1500（Lb：スパン長），使
用性（乗り心地）は Lb/2000とした。

3.4　設 計 条 件
⑴　安 全 係 数
非線形解析では，作用させる荷重に応じた応答値が算定

される。そこで，鉄道構造物等設計標準・同解説 コンク
リート構造物 4）（以下，鉄道 RC標準と表記）に示されて
いる各安全係数を式⑴によって作用係数に集約し，この
作用係数を照査用の荷重に考慮させることとした。
γf＝γf0 ･γa0 ･γb0 ･γi0 ⑴

ここで，γf：本設計における作用係数，γf0：鉄道 RC

標準における作用係数で 1.1とする。γa0：鉄道 RC標準
における構造解析係数で 1.0とする。γb0：鉄道 RC標準
における部材係数で，曲げ部材では 1.1，せん断部材では
1.3とする。γi0：鉄道 RC標準における構造物係数で 1.2

とする。
なお，材料係数は，解析の入力値に考慮することから
式⑴では考慮していない。式⑴より，γfは曲げに対し
ては 1.452，せん断に対しては 1.716となり，本設計では，
曲げ破壊の作用係数を 1.5，せん断破壊の作用係数は曲げ
破壊作用係数の 1.15倍の 1.725とした。

⑵　設計作用の組合せ
設計作用の組合せを表 - 3に示す。列車荷重は，H-12

を用いた。設計Ⅰでは，内ケーブルが破断すると想定され
る主桁側の単線載荷とし，設計Ⅱでは，上下線複線載荷と
した。なお，管理値算出に用いる列車荷重は，実列車荷重
の単線載荷とした。

4．解　　　析

4.1　解析モデル
内ケーブル破断に伴う外ケーブルの張力変化を把握する
場合，非線形性を精度よくモデル化する必要がある。主桁
のひび割れに伴う剛性低下については，主桁にファイバー
要素を適用することで，コンクリートの材料非線形を考慮
した 5）。また，外ケーブルは，主桁との平面保持が成り立
たないことから，主桁とは独立したトラス要素でモデル化
することで幾何学的非線形を考慮した。ファイバー要素に
よる 3次元非線形フレーム解析（以下，ファイバーモデル
と表記）の概要を図 - 4に示す。なお，鉄筋および内ケ
ーブルについては，埋込み鉄筋要素を用いており，解析に
は，汎用非線形構造解析システム DIANA6）を使用した。
材料モデルについては，コンクリートの圧縮応力 -ひずみ
関係および鉄筋，PC鋼材の応力 -ひずみ関係は，鉄道 RC

標準に基づくモデルを用いた。また，コンクリートの引張
応力 -ひずみ関係については，テンションスティフニング
が期待できる領域と期待できない領域に区分する安らのモ
デル 7）を適用した。

4.2　内ケーブル破断のモデル化
内ケーブルの破断のモデル化には，鉄道 RC標準で規定

されている図 - 5に示すモデルを用いた。これは，プレ

表 - 2　照 査 指 標

要求性能 性能項目 設計応答値 Ird 設計限界値 Ild

安全性
破壊（曲げ）

コンクリートの
圧縮ひずみεd

コンクリートの
終局圧縮ひずみε'cu

外ケーブルの
引張応力度 fd

外ケーブルの
引張強度 fpud× 0.84

破壊（せん断）設計せん断力 Vd 設計せん断耐力 Vyd

走行安全性 変位・変形量δd 変位・変形量δls

使用性 乗り心地 変位・変形量δd 変位・変形量δlc

表 - 3　設計作用の組合せ

性能 性能項目 設計作用の組合せ

安全性

破壊（曲げ） 1.5D1＋1.5D2＋PS＋1.5
（L＋I＋C） 破壊荷重作用時

破壊（せん断） 1.725D1＋1.725D2＋PS

＋1.725（L＋I＋C）
せん断破壊荷重
作用時

走行安全性 L＋I＋C 列車荷重による
たわみ

使用性 乗り心地 L＋I＋C 列車荷重による
たわみ

［凡例］ D1：固定死荷重，D2：付加死荷重，PS：プレストレス力， 
L：列車荷重，I：衝撃荷重，C：遠心荷重
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ストレスを 65φ（φ：PC鋼材の換算直径）の区間で 2次
放物線を与えて減少させるもので，ファイバーモデルへの
適用にあたり，図 - 5に示す面積 Aおよび面積 Bが同等
となる区間 30φをプレストレスをゼロとし，その両端に
節点を設定した。なお，内ケーブルの破断は，DIANAに
用意されている非アクティブ機能（一部の要素を欠落させ
る機能）を用いて再現した。

4.3　解 析 結 果
⑴　設　計　Ⅰ
図 - 1に示す G4桁の内ケーブルが，スパン中央におい
て順次破断すると仮定した場合，4本の内ケーブルが破断
すると列車荷重載荷時にG4桁に曲げひび割れが発生した。
この状態でひび割れが生じないように，各主桁の左右に
9S15.2Bの外ケーブルをそれぞれ 1本配置し，緩み防止の
ために 0.1 Pu（Pu：PC鋼材の引張強度の規格値）の初期緊
張力を導入した。外ケーブルの配置を図 - 6に示す。
安全性（曲げ破壊），使用性（乗り心地）の検討結果を

図 - 7，8に示す。設計応答値は，コンクリートの圧縮ひ
ずみεd ＝ 201～ 231μ，外ケーブルの引張応力 fd ＝
545 N/mm2，鉛直変位δd＝ 2.98～ 3.46 mmであり，いず
れも設計限界値（コンクリートの終局圧縮ひずみεʼcu＝
3 500μ，外ケーブルの引張強度 fpud × 0.84＝ 1 582 N/

mm2，鉛直変位量δlc＝ 15.1 mm）に対して十分安全な結
果となっている。また，せん断破壊についても，いずれの
断面においても照査を満足していることを確認した。

⑵　設　計　Ⅱ
内ケーブルが全本数破断した場合には，図 - 6に示す
ように各主桁の左右に外ケーブル 2本（9S15.2B）を配置
することで対応可能であることが分かった。なお，外ケー
ブルの導入緊張力は 0.55 Puとした。
安全性（曲げ破壊），走行安全性の検討結果を図 - 9，

10に示す。設計応答値は，コンクリートの圧縮ひずみεd

＝ 420～ 427μ，外ケーブルの引張応力 fd＝ 1 040 N/mm2，
鉛直変位δd＝ 5.11～ 5.15 mmであり，いずれも設計限界
値（コンクリートの終局圧縮ひずみ，外ケーブルの引張強
度は設計Ⅰと同様の値，鉛直変位量δls＝ 20.1 mm）に対
して十分安全な結果となっている。また，せん断破壊につ
いても，いずれの断面においても照査を満足していること
を確認した。

図 - 9　設計Ⅱによる曲げ破壊の照査結果

図 - 5　内ケーブルの破断モデル

図 - 7　設計Ⅰによる曲げ破壊の照査結果

図 - 6　外ケーブル，定着体，偏向部の配置
図 - 4　格子フレームモデルの概要

図 - 8　設計Ⅰによる使用性（乗り心地）の照査結果
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⑶　管理値の算定
今回使用したケーブル（SWPR7B，φ 15.2 mm）でのセ
ンサーの検出可能な最小値は 0.2 kNである。したがって，
試験桁に用いた外ケーブル（9S15.2B）では，張力の変動
量が 1.8 kN（9本× 0.2 kN）以上となった場合にセンサー
で検知することが可能となる。これより，死荷重載荷状態
において内ケーブルが破断した場合に，外ケーブルの張力
変動量が 1.8 kN以上となれば，死荷重のみの作用によっ
て内ケーブル破断の検知が可能となる。解析では，死荷重
載荷状態で外ケーブルの張力変動量が 1.8 kN以上となる
のは，G4桁の内ケーブルが 2本破断した場合であること
から，曲げひび割れが発生する前に内ケーブルの破断を検
知することが可能である。しかし，外ケーブルの張力は，
温度変化に起因する試験桁の伸縮等によっても変動するこ
とから，実橋において，死荷重載荷状態の外ケーブルの張
力を管理値として用いるためには，温度変化による外ケー
ブルの張力変動をあらかじめ把握し，これを除外して管理
値を設定する必要がある。現時点では，この温度変化の影
響による外ケーブルの張力変動量を考慮して管理値を設定
することは困難であることから，図 - 11に示す温度変化
の影響を受けない死荷重載荷状態から列車荷重載荷によっ
て増加する外ケーブルの張力を管理値として用いることと
した。

具体的には，試験桁での計測対象となる実走行列車の荷
重から H荷重の軸重を 106 kNとして解析を行った結果，
内ケーブルの破断が 4本または 5本の場合には，列車荷重
載荷による外ケーブルの張力変動量はおおむね 7.6 kNで
あり，曲げひび割れ発生前ではほぼ一定値となる（図
- 11の①，②）。これに対して，列車荷重載荷によって

曲げひび割れが発生する内ケーブル 6本破断時には，列車
荷重載荷による外ケーブルの張力変動量は 8.1kNとなる
（図 - 11の③）。これは，試験桁に曲げひび割れが発生す
ると剛性が低下し，列車荷重載荷による外ケーブルの張力
変動量は曲げひび割れ発生前よりも大きくなるためであ
る。これより，列車荷重載荷時の外ケーブルの張力変動量
として 7.0 kNを閾値とし，センサーが 0.7 kN（7.0 kN/9本）
を超える値を計測した場合には，何らかの異常が生じてい
るものとして取り扱うこととした。

5．施　　　工

5.1　試験桁の変状状況
⑴　外 観 変 状
試験桁には，下フランジ下面の L/4点から 3L/4点（L：
スパン長）の間に幅 0.2 mm以上の橋軸方向のひび割れが
多く発生している。また，主桁側面にもシースに沿ったひ
び割れが見られた。ただし，ひび割れからの錆汁は確認さ
れていない。なお，ひび割れには，外ケーブル設置前にセ
メント系ひび割れ注入材による注入工を実施した。

⑵　グラウト充填状況
試験桁では，昭和 58年に主桁側面からの削孔によるグ

ラウト充填状況調査が実施されている。削孔は，ケーブル
ごとに起点側，終点側それぞれ 1箇所ずつ，計 2箇所で行
われている。全 48箇所（4主桁×内ケーブル 6本 /主桁×
2箇所 /本）における調査のうち，グラウトの充填が不適
切な箇所が 11箇所発見された。これらの箇所は，調査後
に再充填が実施されており，グラウトの再充填量は 109.5 l

であった。また，シースからの漏水はいずれの箇所からも
なく，内ケーブルの腐食が 8箇所で確認されている。

5.2　外ケーブルの定着および緊張
外ケーブルの設置状況を写真 - 1に示す。外ケーブル
にはポリエチレン被覆した内部充てん型エポキシ樹脂被覆
PC鋼材を用いた。

定着体は起点側をくさび式，終点側をねじ式とした。こ
れは，センサーによる計測値が管理値を超過した場合に，
外ケーブルを再緊張することでプレストレスを回復させる
必要があることから，再緊張が可能なねじ式定着方式を採
用したものである。ねじ式定着体，定着体の設置状況を写
真 - 2に示す。

図 - 11　内ケーブル破断による外ケーブルの張力変動

図 - 10　設計Ⅱによる走行安全性の照査結果

写真 - 1　外ケーブルの設置状況
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外ケーブルに緊張力を導入するに際して，外ケーブルに
設置したセンサーのキャリブレーションのために，一旦，
外ケーブルに 0.9 P y（Py：PC鋼材の引張降伏強度の規格
値）まで緊張力を付加した。その後，外ケーブルの有効緊
張力が 0.1 Pu（4.3 ⑴参照）となるよう，リラクセーショ
ン，弾性短縮を考慮し，緊張力を導入した。緊張力の導入
方法は，2台のシングルジャッキを終点側に配置し，片引
きで桁の両側面に設置した外ケーブルを同時並行で緊張作
業を行った。設計計算では，0.1Puの緊張力で 2 mm程度
試験桁が反り上がる結果が得られていたが，現地での測定
では 1 mm程度の反り上がりであり，軌道管理における基
準値を満足していた。なお，外ケーブルの緊張作業は，軌
道変位を計測しながら実施する必要があることから，列車
の運行が終了した夜間での施工とし，緊張作業は 4晩で完
了した。

5.3　偏　向　部
偏向部では，再緊張時に外ケーブル 9本の PC鋼材が相
互に接触することで摩擦が生じ，再緊張が困難となること
が想定された。このため，図 - 12に示すポリエチレン製
のスペーサーを偏向部に設けることで，PC鋼材の接触を
避けることとした。偏向部の設置状況を写真 - 3に示す。

5.4　計測機器類の設置
計測機器類として，センサーに加え，内ケーブルの破断
が検知された場合にひび割れ発生箇所の特定を目視で行う
ためのひび割れ検知用の多軸繊維シート（以下，ひび割れ
検知シートと記載）の設置，死荷重載荷状態での外ケーブ
ルの張力変動を検知することで内ケーブルの破断を把握す
る手法を検討するための温度計の設置を行った。

⑴　張力モニタリングセンサー
外ケーブルの張力変動を検知するためのセンサーの設置
状況を写真 - 4に示す。このセンサーは，計測対象の強
磁性体の応力が増加すると，強磁性体内の磁束が減少する
という応力磁気効果を基本原理としている。これは，永久
磁石による一定磁界において発生するPC鋼材内の磁束は，
張力によって変化し，この磁束の変化を図 - 13に示す
PC鋼材の周囲に配置した磁界計測 ICで計測することによ
って張力を算定するというものである 8）。センサーは図
- 14に示す 13箇所に設置した。このようにセンサーを密
に設置したのは，同一主桁の左右での外ケーブル張力値の
違いや同一外ケーブル上での張力値の違いの有無を確認
し，実用段階での設置箇所を見極めることを目的としてい
るためである。

図 - 13　張力モニタリングセンサー模式図図 - 12　偏　向　部

写真 - 3　偏向部設置状況

写真 - 2　定着体設置状況

写真 - 4　張力モニタリングセンサー設置状況
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⑵　ひび割れ検知シート
内ケーブルの破断が進行し，列車荷重載荷により試験桁
に曲げひび割れが発生した場合でも，死荷重載荷状態にな
れば曲げひび割れが閉じる可能性が高く，目視によってひ
び割れを把握することが困難となる。このため，試験桁の
コンクリート表面に，あらかじめ写真 - 5に示すひび割
れ検知シートを図 - 14に示す 10箇所に接着した。この
シートは，ひび割れが発生するとひび割れ箇所が白色に変
化するというもので，荷重変化によってひび割れが閉じて
も，ひび割れ発生箇所が白色したまま残ることから，死荷
重載荷状態で目視によってひび割れ箇所の検知が可能とな
る。

⑶　温　度　計
4.3 ⑶に示したように，管理値は，曲げひび割れ発生前

における列車荷重載荷による外ケーブルの張力変動量とし
ている。しかし，試験桁に作用する温度変化による外ケー
ブルの張力変動量をあらかじめ把握できれば，死荷重載荷
状態の外ケーブルの張力変動量を管理値として設定できる
と考えられる。これより，図 - 14に示す試験桁表面での
コンクリートの温度を測定し，温度と外ケーブルの張力の
傾向を調べて今後の管理値の検討に利用することとした。

6．計測システム

6.1　計 測 対 象
外ケーブルの張力変動をモニタリングすることで内ケー
ブルの破断を検知できるようにすることが計測システム開
発の目的である。当初の管理値は，図 - 11に示すように
温度変化の影響を受けない列車荷重載荷時の外ケーブルの
張力変動量としていることから，計測についてもこの外ケ
ーブルの張力変動量を測定対象とした。

6.2　計測システムの構成
高速で移動する列車荷重載荷時の外ケーブルの張力変動
を把握するためには，センサーから出力されるアナログデ
ータを高速サンプリングする必要がある。一般的な桁のた
わみの計測結果から想定される外ケーブルの張力変動の波
形は，図 - 15のような形状となり，この波形をデジタル
データとして取得するために要求される性能と主な設定を
表 - 4に，計測システムの装置構成を図 - 16に，設置状
況を写真 - 6に示す。

図 - 15　外ケーブル張力変動の波形イメージ

図 - 14　計測機器類設置箇所

写真 - 5　ひび割れ検知シート設置状況

表 - 4　要求性能に対するシステム設定

システムに対する要求性能 システムの設定
列車荷重載荷時の外ケーブルの
張力変動波形をデジタルデータ
として再現するために，張力変
動周期よりも十分高速なサンプ
リングレートでデータを収集す
る

・ 車両通過に伴う振動約 3 Hzに対しサ
ンプリングレートを 60 Hz（16.7 msec/
点）に設定（ノイズ低減のために 167
μsec/点でサンプリングしたデータを
100点平均して 16.7 msec/点として出
力）

通信ケーブルや電源から重畳す
る電気的ノイズを張力変動によ
るセンサーの出力信号より小さ
くする

・ 外ケーブルの張力変動量が解析結果よ
りも小さく，センサーの出力信号が電
気的ノイズに埋もれてしまうことから
ノイズフィルタを設置

タイマーによる 5分間分のデー
タ（18 000点）から，列車荷重
載荷時の波形（5秒分の 300点）
を特定する

・ 桁の振動を計測する振動センサーを設
置し，データ上の列車通過を明確化
・ 将来は桁の振動をトリガーとして計測
し，データ量の圧縮を検討

図 - 16　システム構成の概要
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現在は，さらなる電気的ノイズの低減や無線伝送化のた
めのデータ量の圧縮など，計測システムの最適化を図るべ
く計測データを蓄積中である。

6.3　計 測 結 果
列車荷重載荷時の外ケーブルの張力変動量は，解析値の

0.8 kNに対して計測値の最大は 0.5 kNであった。計測値
が解析値の 60％程度となっているのは，解析では，高欄
やケーブルダクト等の試験桁に付帯している構造物の剛性
を考慮していないことによるものと考えられる。なお，同
一の荷重条件であれば，たわみと剛性の積は一定となるこ
とから，計測結果より試験桁の剛性は，解析値の 1.6倍程
度となる。過去に実施した実験においても，既設の鉄道
PCI形桁に保守用車両（軸重 128 kN）を静的載荷して得ら
れたたわみ値と格子フレームモデルによる解析値とを比較
し，既設 PCI形桁の剛性は，解析値の 1.7～ 1.8倍程度で
あったとの結果が得られている 9）。これより，管理値の設
定では，対象となる実 PC桁の剛性を適切に評価して設定
すべきといえる。

7．今後の計画

7.1　計測データの分析
今後，2年間にわたって計測データを収集，分析し，列
車荷重載荷時での外ケーブルの張力変動による内ケーブル
破断の検知手法と死荷重載荷状態での検知手法の両者の有
用性について検討することとしている。
列車荷重載荷による外ケーブルの張力の測定値には乗客
数や衝撃係数の違い，測定精度による計測値のばらつきが
考えられることから，より確実に内ケーブル破断を検知す
るためには，計測値のばらつきを考慮したうえで内ケーブ
ル破断時の張力の変化点をとらえる必要があり，統計的な
処理が必要になると考えている。計測値に解析的検討で得
た内ケーブル破断時の外ケーブル張力の増加量を加える等
の方法でシミュレーションを行い，計測値のばらつきの影
響について検討を行う予定である。
また，死荷重載荷状態による内ケーブル破断の検知では，
温度変化に伴う桁の伸縮等による外ケーブルの張力変化の
影響を把握する必要がある。これより，外ケーブルの張力
変化から温度による張力変化の影響を除外し，死荷重載荷

状態のみの影響による外ケーブルの張力変化量の把握が可
能かを計測データによって検討を行う予定である。

7.2　計測値の管理
計測データをネットワークを介して設備管理部門に伝送
することを検討中である。伝送された計測データをパソコ
ン内で管理値と比較し，内ケーブルの破断の有無について
判定するシステムとする予定である。

7.3　内ケーブル破断検知後の対応
内ケーブルが破断したと判定された場合には，直ちに内
ケーブルの破断本数，破断位置等を特定するための調査を
行い，外ケーブルの再緊張力を計算する必要がある。さら
に，外ケーブルを再緊張し，PC桁の耐力を速やかに回復
させることで，鉄道輸送への影響を最小限とすることにし
ている。

8．お わ り に

4年間にわたり技術開発を進めてきた外ケーブル張力モ
ニタリングシステムを実橋に試験施工するに至ったが，シ
ステムの有効性をより確実なものとするためには本試験施
工で得られた計測データを分析し，改良を行っていく必要
があると考えている。
最後に，本システムの開発にあたり，京都大学大学院工
学研究科宮川豊章教授および「コンクリート構造物の保守
管理に関する調査・検討委員会」（（公社）日本材料学会）
の委員各位より多数のご助言を賜りました。末筆ながら深
く感謝の意を表します。
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